
「奈良市立小学校で発生した指導問題に関する検討委員会」の提言に対する取組検討会議設置要項
　（趣旨）

第1条 この要項は、奈良市立小学校で発生した指導問題に関する検討委員会の提言に対する取組検討会議（以下「取組検討会議」という。）の設置に関し必要な事項を定めるものとする。

（所掌事務）
第2条 取組検討会議は、次に掲げる事項を所掌する。
（1） 奈良市立小学校で発生した指導問題に関する検討委員会が示した、再発防止のための提言に対し、取り組みを検討し、実行する3つの部会を統括する。
（2） 部会が取り組んだ内容及び成果を総括的に取りまとめ、検証を行う。
（3） 取り組みの内容とその成果について報告書を作成し、必要に応じ、教育委員会並びに市長に対して報告を行う。
（組織）

第3条 取組検討会議は、教育委員会理事・教育総務部長・学校教育部長・学校教育課長・教育相談課長・教育支援課長・いじめ対策生徒指導室長・教職員課長で組織する。

２　取組検討会議の下に特別支援教育部会、学校での諸問題に対する調査・対策支援部会、体罰いじめに関する申し立て機関等検討部会を置き、取組案や対応案を策定するとともに、取組検討会議の指示により実行する。
（議長）

第4条 取組検討会議に議長を置き、委員の互選によってこれを定める。

２　議長は会務を総理し、会議を代表する。
（会議）

第5条 取組検討会議は、議長が招集する。ただし、議長が互選される前に招集する会議は、教育長が招集する。

２　会議は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。

３　会議の議事において、議決することが必要な事項のあるときは、出席者の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
（関係者の出席等）

第6条 議長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、説明又は意見を聴き、又は関係者に対して必要な資料の提出を求めることができる。
（報告）

第7条 取組検討会議は、第２条に掲げる事項の検討が終了したときは、その結果を教育長に報告するものとする。

（守秘義務）

第8条 会議のメンバーは、職務上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。

（庶務）

第9条 取組検討会議の庶務は、教職員課において処理する。

（委任）

第10条 この要項に定めるもののほか、会議の運営その他について必要な事項は、議長が定める。

附　則

（施行期日）

　この要項は、平成２６年１月１４日から施行する。
　附　則

（施行期日）

　この要項は、平成２６年４月１日から施行する。

